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○札幌市自転車等駐車場条例 

平成 17 年 3 月 31 日   
札幌市条例第２５号   

  最近改正 令和６年 12 月 11 日 

 
 

（設置） 

第１条 公共の場所における自転車等の放置を防止することにより、市民の生活環境の保

全と都市機能の維持を図り、もって良好な都市環境の形成に資するため、本市に自転車

等駐車場（以下「駐車場」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１１号の２に規定

する自転車をいう。 

(2) 原動機付自転車 道路交通法第２条第１項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。 

(3) 小型自動二輪車 道路交通法第３条に規定する普通自動二輪車のうち側車付きのもの

を除いたものであって、総排気量が０．１２５リットル以下のもの又は定格出力が１．

００キロワット以下のものをいう。 

(4) 自転車等 自転車、原動機付自転車又は小型自動二輪車をいう。 

(5) 定期利用 一定の期間を単位として期間を定めた駐車場の利用（第１６条第１項の規

定による保管のための利用を除く。次号において同じ。）をいう。 

(6) 一時利用 自転車等を入場させてから出場させるまでを単位とする１回ごとの駐車場

の利用をいう。 

（名称及び位置）    

第３条 駐車場の名称及び位置は、市長が定める。 

（利用期間等） 

第４条 定期利用又は一時利用に係る駐車場の利用期間は、４月１日から１１月３０日ま

での期間（市長が指定する駐車場にあっては、通年）とする。ただし、市長は、特に必

要があると認めるときは、これを変更することができる。 

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、臨時に休場日を設けることができる。 

３ 自転車等を駐車場に入場させ、又は駐車場から出場させることができる時間（第 20 条

第１項第１号において「入出場時間」という。）は、駐車場ごとに市長が定める。 

 （駐車対象自転車等） 

第５条 駐車場に駐車できる自転車等の種別は、駐車場ごとに市長が定める。 

（定期利用の承認） 

第６条 定期利用をしようとする者は、利用しようとする駐車場ごとにあらかじめ市長の

承認を受けなければならない。 
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２ 定期利用をすることができる駐車場は、別表１に定める区域内に設置する駐車場（以

下「有料駐車場」という。）とする。 

 （承認の取消し等） 

第７条 市長は、前条第１項の規定により定期利用の承認を受けた者（以下「定期利用者」

という。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、その利用を停止し、又は承認を取

り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な行為により承認を受けたとき。 

(2) 承認の条件又は職員の指示に従わないとき。 

(3) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、駐車場の管理上特に必要があると認めるとき。 

（一時利用） 

第８条 定期利用者以外の者は、市長が定めるところにより、一時利用をすることができ

る。ただし、市長が特に認める場合を除き、２４時間を超える間継続して駐車すること

はできない。 

２ 一時利用をすることができる駐車場は、有料駐車場のうち市長が定める駐車場及び無

料駐車場（有料駐車場以外の駐車場をいう。以下同じ。）とする。 

（駐車料金） 

第９条 有料駐車場において定期利用又は一時利用をしようとする者は、別表２に掲げる

額の料金（以下「駐車料金」という。）を納付しなければならない。 

２ 駐車料金は、市長が特に認める場合に限り、減額し、又は免除することができる。 

（駐車料金の還付） 

第１０条 既納の駐車料金は、還付しない。ただし、市長が別に定める場合に限り、その

全部又は一部を還付することができる。 

（駐車料金相当額） 

第１１条 定期利用者又は一時利用をした者は、第６条第１項の規定により承認を受けた

期間を経過して自転車等を駐車した場合又は第８条第１項の規定により一時利用をする

ことができる時間を経過して有料駐車場に自転車等を駐車した場合には、当該経過した

期間に対する駐車料金の額に相当する額を納付しなければならない。この場合において、

当該駐車料金の額は、別表２に規定する一時利用の区分により計算するものとし、当該

経過した期間が２４時間を超えるごとに１回分の額を加算するものとする。 

（禁止行為） 

第１２条 駐車場に入場した者は、駐車場において、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 他の自転車等の駐車を妨げること。 

(2) 駐車場の設備又は他の自転車等を汚損し、破損し、又は滅失するおそれのある行為を

すること。 

(3) 市長の承認を受けないで、物品その他のものの販売若しくは配布又は金品の寄附募集

等の行為を行い、又は行わせること。 
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(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が駐車場の管理上支障があると認めて禁止する行為

をすること。 

２ 市長は、前項各号の行為を行った者に対して、定期利用若しくは一時利用の停止、駐

車場からの自転車等の移動又は駐車場からの退場を命ずることができる。 

（損害賠償） 

第１３条 駐車場の設備を汚損し、破損し、又は滅失した者は、市長の命ずるところによ

りこれを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（責任） 

第１４条 駐車場内における自転車等の事故、盗難等による損害については、市はその責

任を負わない。 

（不正駐車自転車等に対する措置） 

第１５条 市長は、次に掲げる自転車等を発見した場合は、その職員をしてこれらの自転

車等をあらかじめ市長が定めた場所に移動させることができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により駐車料金を納付しないで有料駐車場内に駐車されている

自転車等 

(2) 第６条第１項の規定により承認を受けた期間を経過した後引き続いて市長が定める期

間にわたり継続して当該承認に係る有料駐車場内に駐車されている自転車等 

(3) 第６条第１項の規定により承認を受けた自転車等以外の自転車等で第８条第１項の規

定により一時利用をすることができる時間を経過した後引き続いて市長が定める期間に

わたり継続して駐車場内に駐車されているもの（第１号に掲げる自転車等を除く。） 

２ 札幌市自転車等の放置の防止に関する条例（平成７年条例第３９号）第１０条第３項

及び第１２条の規定は、前項の規定により自転車等を移動する際の措置及び移動した自

転車等に係る措置について準用する。この場合において、同条第２項中「告示する」と

あるのは「当該自転車等の駐車されていた駐車場内に掲示する」と、同条第３項中「告

示」とあるのは「掲示」と、「場合において、その保管に不相当な費用を要するときは、

当該自転車等を売却し、その売却した代金を保管する」とあるのは「場合は、当該自転

車等を売却する」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により移動した自転車等を返還するときは、当該自転車等の移

動に要した費用として、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を当該自転

車等の利用者又は所有者から徴収することができる。 

(1) 自転車 １台につき３,０００円 

(2) 原動機付自転車及び小型自動二輪車 １台につき５,０００円 

 （冬期の自転車等の保管） 

第１６条 市長は、１２月１日から翌年３月３１日までの期間の範囲内で市長が定める期

間、自転車等の保管のため、市長の指定する駐車場を利用させることができる。 

２ 前項の規定により自転車等を保管しようとする者は、市長の承認を受けなければなら

ない。この場合においては、第７条の規定を準用する。 
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３ 前項の承認を受けて自転車等を保管した者は、市長が定める期間（以下「引取期間」

という。）内に自転車等を引き取らなければならない。ただし、市長が特に認める場合は、

この限りでない。 

４ 前条の規定は、引取期間を経過しても引取りのない自転車等について準用する。 

（冬期保管料） 

第１７条 前条第２項の承認の申請をしようとする者は、別表３に掲げる額の料金（以下

「冬期保管料」という。）を納付しなければならない。 

２ 第９条第２項及び第１０条の規定は、冬期保管料について準用する。 

（管理の代行等） 

第１８条 市長は、駐車場の管理運営上必要があると認めるときは、指定管理者（地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）に駐車場の管理を行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に駐車場の管理を行わせる場合の当該指定管理者が行う

業務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 施設の維持及び管理（市長が定めるものを除く。） 

(2) 定期利用の承認に関すること。 

(3) 一時利用に関すること（市長が定めるものを除く。）。 

(4) 冬期の自転車等の保管の承認に関すること。 

(5) 前各号に掲げる業務に付随する業務 

３ 第１項の規定により指定管理者に駐車場の管理を行わせる場合における第４条第２項、

第６条、第７条、第８条第１項ただし書、第１２条及び第１６条の規定の適用について

は、これらの規定（同条第１項を除く。）中「市長」とあるのは「指定管理者」と、同項

中「市長は」とあるのは「指定管理者は」とする。 

（利用料金の収受等） 

第１９条 前条第 1 項の規定により指定管理者に駐車場の管理を行わせる場合においては、

当該指定管理者に駐車場の利用に係る料金（第１１条の規定による駐車料金の額に相当

する額を含む。以下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させるも

のとする。 

２ 前項の場合においては、第９条、第１１条及び第１７条の規定にかかわらず、駐車場

を利用する者は、指定管理者に利用料金を支払わなければならない。 

３ 前項に規定する利用料金の額については、指定管理者が、第１１条の規定による駐車

料金の額に相当する額並びに別表２の規定による駐車料金及び別表３の規定による冬期

保管料の額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て定める。 

４ 指定管理者は、市長があらかじめ定めた基準に従い、利用料金を減額し、又は免除す

ることができる。 

５ 指定管理者は、市長が別に定める場合に限り、利用料金の全部又は一部を還付するこ

とができる。 
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（標識において表示する事項等） 

第２０条 道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 24 条の３の規定により道路の附属物（同

法第２条第２項の道路の附属物をいう。）である有料駐車場（以下「道路附属物有料駐車

場」という。）に設置する標識に表示する事項は、次のとおりとする。 

  (1) 当該道路附属物有料駐車場の入出場時間 

  (2) 当該道路附属物有料駐車場の駐車料金の額（第 11 条の規定による駐車料金の額に

相当する額を含む。）及びその納付方法 

  (3) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の標識は、定期利用又は一時利用をしようとする者の見やすい場所に設けなけれ

ばならない。 

３ 第 18 条第１項の規定により指定管理者に道路附属物有料駐車場の管理を行わせる場

合における第１項第２号の規定の適用については、同号中「駐車料金の額（第 11 条の規

定による駐車料金の額に相当する額を含む。）」とあるのは「利用料金の額」と、「納付方

法」とあるのは「支払方法」とする。 

４ 前３項の規定は、道路附属物有料駐車場以外の有料駐車場について準用する。 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

２ 利用承認等の手続、整理手数料の支払手続その他駐車場を供用するために必要な準備

行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 

附 則（平成１８年条例第４７号） 

この条例の施行期日は、市長が定める。 

   附 則（平成２０年条例第１４号抄） 

１ この条例は、平成２０年５月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の札幌市自転車等駐車場条例第１５条第３項の規定は、こ

の条例の施行の日以後に移動した自転車等に関し徴収する費用について適用し、同日前

に移動した自転車等に関し徴収する費用については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２２年条例第２１号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

附則第５項の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第９条及び第１０条の規定は、施行日以後に第６条第１項の規定により承認

を受けた期間又は第８条第１項の規定により一時利用をすることができる時間が開始す

る場合について適用し、施行日前に第６条第１項の規定により承認を受けた期間又は第
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８条第１項の規定により一時利用をすることができる時間が開始する場合については、

なお従前の例による。 

３ 改正後の第１１条の規定は、施行日以後に第６条第１項の規定により承認を受けた期

間を経過して自転車等を駐車した場合又は第８条第１項の規定により一時利用をするこ

とができる時間を経過して有料駐車場に自転車等を駐車した場合における当該経過した

期間に対する納付しなければならない額について適用し、施行日前から第６条第１項の

規定により承認を受けた期間を経過して自転車等を駐車していた場合又は第８条第１項

の規定により一時利用をすることができる時間を経過して有料駐車場に自転車等を駐車

していた場合における当該経過した期間に対する納付しなければならない額については、

なお従前の例による。 

４ 改正後の第１９条の規定の適用については、前２項の規定の例による。 

 （準備行為） 

５ 改正後の第１９条の規定による利用料金の収受等は、施行日前においても行うことが

できる。 

附 則（平成２４年条例第７６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成３０年条例第３６号） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から、

第２条及び第１５条第３項の改正規定は平成３０年９月１日から施行する。 

２ 有料駐車場における小型自動二輪車の定期利用に係る承認の手続、利用料金の支払手

続その他小型自動二輪車の定期利用に必要な準備行為は、この条例の施行前においても

行うことができる。 

附 則（令和３年条例第１８号） 

 （施行期日） 

１ この条例の施行期日は、市長が定める。ただし、次項及び附則第３項の規定は、公布

の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 市道北３条線、市道西５丁目線、市道南４条線の道路中心線、国道３６号の道路中心

線、国道５号及び主要市道真駒内篠路線に囲まれた区域（道路区域を含む。）、市道北４

条線、市道西７丁目線、市道南４条線の道路中心線及び市道西５丁目線に囲まれた区域

（道路区域を含む。）又は市道北５条線、市道西８丁目線、市道南４条線の道路中心線及

び市道西７丁目線に囲まれた区域（道路区域を含む。）に設置する有料駐車場における定

期利用に係る承認の手続、利用料金の支払手続その他当該有料駐車場を供用するために

必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 

３ 前項に規定する区域に設置する有料駐車場に係る指定管理者の指定に関し必要な行為

は、この条例の施行前においても行うことができる。 

附 則（令和６年条例第９６号） 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年３月１８日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第１

５条第３項の改正規定は、同年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１５条第３項の規定は、同項の改正規定の施行の日以後に移動した札幌市自転

車等駐車場条例（以下「条例」という。）第２条第４号に規定する自転車等に関し徴収する費

用について適用し、同日前に移動した同号に規定する自転車等に関し徴収する費用について

は、なお従前の例による。 

３ 改正後の第１７条第１項及び別表３の規定は、施行日以後の条例第１６条第２項の承認に

係る条例第１７条第１項に規定する冬期保管料について適用し、施行日前の当該承認に係る

同項に規定する冬期保管料については、なお従前の例による。 

４ 改正後の別表２定期利用の項の規定は、施行日以後の条例第６条第１項の承認に係る条例

第９条第１項に規定する駐車料金について適用し、施行日前の当該承認に係る同項に規定す

る駐車料金については、なお従前の例による。 

 

別表１ 

市道北９条線、市道西５丁目線、市道南４条線の道路中心線、国道３６号の道路中心線、

国道５号及び主要市道真駒内篠路線に囲まれた区域（道路区域を含む。）、市道北８条線、

市道西７丁目線、市道南４条線の道路中心線及び市道西５丁目線に囲まれた区域（道路区

域を含む。）並びに市道北５条線、市道西８丁目線、市道南４条線の道路中心線及び市道西

７丁目線に囲まれた区域（道路区域を含む。） 

 

別表２ 

区 分 単位 自転車 

原動機付自転車

及び小型自動二

輪車 

定 期 利

用 

屋 根 の あ

る駐車場 

一般 

１月 １台につき 1,700 円 3,400 円 

３月 １台につき 4,600 円 9,200 円 

シーズン １台につき 10,200 円 20,400 円 

学生 

１月 １台につき 1,200 円 2,400 円 

３月 １台につき 3,300 円 6,600 円 

シーズン １台につき 7,200 円 14,400 円 

屋 根 の な

い駐車場 

一般 

１月 １台につき 1,200 円 2,400 円 

３月 １台につき 3,300 円 6,600 円 

シーズン １台につき 7,200 円 14,400 円 

学生 
１月 １台につき 800 円 1,600 円 

３月 １台につき 2,200 円 4,400 円 



 
 
 
 
 
 
（札幌市自転車等駐車場条例） 

 

 

   シーズン １台につき 4,800 円 9,600 円 

一時利用 １回 １台につき 100 円 200 円 

 備考  

１ 「学生」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校又

は市長が認める教育施設に通学する者をいう。 

２ 「シーズン」とは、４月１日から１１月３０日までの期間の利用をいう。 

３ 「１回」とは、入場から出場までの間の利用をいう。ただし、入場から２４時間

を経過しても出場しない場合にあっては、入場から２４時間を経過するまでの間の

利用をいう。 

４ 定期利用のうち、利用開始日から当該年度における当該駐車場の利用期間の末日

までの期間が１月未満である場合の駐車の額は、市長が別に定める。 

 

 別表３ 

区分 単位 自転車 
原動機付自転車及び

小型自動二輪車 

有料駐車場 １台につき 2,300 円 4,600 円 

無料駐車場 １台につき 2,000 円 4,000 円 

備考 第１６条第２項の承認の申請及び第６条第１項の承認（別表２に規定するシーズン

の区分によるものに限る。）の申請を同時にする場合の冬期保管料の額は、この表に掲

げる額の２分の１に相当する額とする。 

 


